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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高周波のパルスシーケンスを送信する、１つ以上の送信チャネルを有する磁気共鳴装置
の駆動方法であって、
　選択されたスライス領域または選択されたボリューム領域の時間依存性の選択のために
磁気共鳴装置の傾斜磁場コイルに対して、パルスシーケンスの複数のタイムステップ毎に
定められる駆動シーケンスが設定され、
　所望の目標磁化の設定と傾斜磁場コイルの駆動シーケンスの考慮のもとで、タイムステ
ップ毎に送信コイルの個々の送信チャネルの駆動パラメータに対して非線形の方程式系が
解かれ、
　空間及び時間に関して離散化された前記非線形の方程式系は、ブロッホ方程式から得ら
れる駆動制御パラメータに関して非線形の方程式の他に、さらなる境界条件を表す少なく
とも１つの付加的方程式を含んでおり、
　前記付加的方程式は、ＳＡＲ負荷を表す方程式であり、かつ、駆動制御パラメータに直
接依存するベクトル値散乱変数と散乱パラメータマトリックスとに依存して被検体の損失
電力を表す方程式である、
ことを特徴とする方法。
【請求項２】
　前記制御パラメータマトリックスは三次元の電磁的シミュレーションを用いて求められ
る、請求項１記載の方法。
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【請求項３】
　前記制御パラメータマトリックスは測定される、請求項１記載の方法。
【請求項４】
　前記付加的方程式として、駆動制御パラメータに直接依存する電界分布と導電率分布に
依存して被検体の損失電力を表す方程式が用いられる、請求項１記載の方法。
【請求項５】
　前記導電率分布は、被検体の先行する磁気共鳴撮像データ及び／又はコンピュータトモ
グラフィ撮像データによる組織分布から間接的に求められる、請求項４記載の方法。
【請求項６】
　前記電界分布は、被検体における所定の導電率分布のもとで三次元の電磁的シミュレー
ションによって求められる、請求項４または５記載の方法。
【請求項７】
　被検体に関する入力データに基づいて組織分布を求める人体モデルが組織分布算出のた
めに用いられる、請求項６記載の方法。
【請求項８】
　前記導電率分布は電気的なインピーダンストモグラフィを用いて求められる、請求項４
記載の方法。
【請求項９】
　前記付加的方程式は局所的分解能に関している、請求項４から８いずれか１項記載の方
法。
【請求項１０】
　前記局所的分解能に関する付加的方程式は、局所的ＳＡＲ値を表している、請求項９記
載の方法。
【請求項１１】
　前記方程式系を解くために非線形最小二乗法が用いられる、請求項１から１０いずれか
１項記載の方法。
【請求項１２】
　前記駆動制御パラメータに対して最小値及び／又は最大値が設定される、請求項１から
１１いずれか１項記載の方法。
【請求項１３】
　解の調整のために、前記方程式系の方程式を重み付けする重み付け係数が用いられる、
請求項１から１２いずれか１項記載の方法。
【請求項１４】
　ＳＡＲ限界値の維持の検査のために、駆動制御パラメータを求めた後でＳＡＲ負荷が求
められる、請求項１から１３いずれか１項記載の方法。
【請求項１５】
　駆動シーケンスにより、スライス選択に用いられなかった傾斜磁場コイルのみを駆動制
御する、請求項１から１４いずれか１項記載の方法。
【請求項１６】
　高周波のパルスシーケンスを送信する、１つ以上の送信チャネルを有する磁気共鳴装置
であって、
　選択されたスライス領域または選択されたボリューム領域の時間依存性の選択のために
磁気共鳴装置の傾斜磁場コイルに対して、パルスシーケンスの複数のタイムステップ毎に
定められる駆動シーケンスが設定され、
　所望の目標磁化の設定と傾斜磁場コイルの駆動シーケンスの考慮のもとで、タイムステ
ップ毎に送信コイルの個々の送信チャネルの駆動パラメータに対して非線形の方程式系が
解かれ、
　空間及び時間に関して離散化された前記非線形の方程式系は、ブロッホ方程式から得ら
れる駆動制御パラメータに関して非線形の方程式の他に、さらなる境界条件を表す少なく
とも１つの付加的方程式を含んでおり、
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　前記付加的方程式は、ＳＡＲ負荷を表す方程式であり、かつ、駆動制御パラメータに直
接依存するベクトル値散乱変数と散乱パラメータマトリックスとに依存して被検体の損失
電力を表す方程式である、
　ことを特徴とする装置。
【請求項１７】
　前記制御パラメータマトリックスは三次元の電磁的シミュレーションを用いて求められ
る、請求項１６記載の装置。
【請求項１８】
　前記制御パラメータマトリックスは測定される、請求項１６記載の装置。
【請求項１９】
　前記付加的方程式として、駆動制御パラメータに直接依存する電界分布と導電率分布に
依存して被検体の損失電力を表す方程式が用いられる、請求項１６記載の装置。
【請求項２０】
　前記導電率分布は、被検体の先行する磁気共鳴撮像データ及び／又はコンピュータトモ
グラフィ撮像データによる組織分布から間接的に求められる、請求項１９記載の装置。
【請求項２１】
　前記電界分布は、被検体における所定の導電率分布のもとで三次元の電磁的シミュレー
ションによって求められる、請求項１９または２０記載の装置。
【請求項２２】
　被検体に関する入力データに基づいて組織分布を求める人体モデルが組織分布算出のた
めに用いられる、請求項２１記載の装置。
【請求項２３】
　前記導電率分布は電気的なインピーダンストモグラフィを用いて求められる、請求項１
９記載の装置。
【請求項２４】
　前記付加的方程式は局所的分解能に関している、請求項１９から２３いずれか１項記載
の装置。
【請求項２５】
　前記局所的分解能に関する付加的方程式は、局所的ＳＡＲ値を表している、請求項２４
記載の装置。
【請求項２６】
　前記方程式系を解くために非線形最小二乗法が用いられる、請求項１６から２５いずれ
か１項記載の装置。
【請求項２７】
　前記駆動制御パラメータに対して最小値及び／又は最大値が設定される、請求項１６か
ら２６いずれか１項記載の装置。
【請求項２８】
　解の調整のために、前記方程式系の方程式を重み付けする重み付け係数が用いられる、
請求項１６から２７いずれか１項記載の装置。
【請求項２９】
　ＳＡＲ限界値の維持の検査のために、駆動制御パラメータを求めた後でＳＡＲ負荷が求
められる、請求項１６から２８いずれか１項記載の装置。
【請求項３０】
　駆動シーケンスにより、スライス選択に用いられなかった傾斜磁場コイルのみを駆動制
御する、請求項１６から２９いずれか１項記載の装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、磁気共鳴装置における１つ以上の送信チャネルを有する高周波送信パルスの
駆動制御のためのパルスシーケンスを求めるための方法に関している。
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【背景技術】
【０００２】
　従来の磁気共鳴装置は平衡な磁化からのスピンの偏向を生成するために、従来の磁気共
鳴装置は高周波送信コイルの駆動制御に対して次のように設計されたパラメータ、すなわ
ち被検体によって占有されていない測定領域内で形成された偏向磁場（これはＢ１磁場と
も称される）ができるだけ均一となるように設計されたパラメータを用いている。なおこ
こでは最初に"高周波送信コイル"というものが送受信コイルも含めたものであることを述
べておく。
【０００３】
　特により新しい装置、例えば基本磁場強度が３テスラ以上である装置のもとでは、この
ような均一性は被検体（患者）の搬入によって既に阻害されることがわかっている。なぜ
なら被検体の中でそれ自体障害フィールドを形成する渦電流が生成されるからであり、そ
の結果として前記偏向磁場の均一性が損なわれ、それに伴って磁化も破壊される。そのよ
うな渦電流作用の増加は、より高い周波数の強制的な使用に起因している。
【０００４】
　前述したような公知の古典的なケースにおいては駆動制御が通常は次のように行われて
いる。すなわちコイルのｎ個の励起チャネルのもとで順次連続する複数のチャネルがそれ
ぞれ２π/ｎだけずらされて駆動される。これは円偏波磁場を得るためである。このよう
な駆動制御の変形例は無の空間の均一な偏向磁場を生成し、これはしばしば"モード１"と
称されている。
【０００５】
　前述したような問題を解決するための第１の取り組みは"静的なアプローチ"である。こ
の場合は均一な磁化を達成するために励起位相の全持続時間とチャネル毎の振幅が一定に
保たれる。しかしながらそれによって得られる改善はいずれにせよ不十分なものであり、
特に被検体のＳＡＲ負荷に関する最適化も（頻繁に望まれる）スピンの局限的な偏向も得
ることができない。
【０００６】
　特に後者で述べた問題の解決に対しては、励起すべきスライスの所定の領域を時間分解
能でもって選択するために、傾斜磁場コイルを高周波励起パルスの期間中も使用すること
が提案されている。この傾斜磁場コイルは励起中は通常はスライス選択磁場勾配を除いて
非活動化状態におかれるものである。またそれと平行して次のようなことも提案されてい
る。すなわち励起の継続期間中は送信チャネルの位相と振幅の動的な変化を許容し、それ
によってパルスシーケンスが生じるようにすることである。これによって所定の領域が選
択され、励起が相応に行われ、次のステップにおいては別の領域が処理される。それに対
してはｋ空間軌跡（ｋ-space trajectory）が傾斜磁場コイルに対して設定される。これ
は励起すべきスライスボリュームの部分容積空間（これはボクセルとも称される）を所定
の形式で選択する。
【０００７】
　しかしながらその場合には高度に複雑な方程式系を解かなければならない問題が生じる
。これらの方程式はいわゆるブロッホの方程式から直接得られるものである。
【０００８】
【数１】

この場合前記Ｍは磁化、前記ｔは時間、そして前記Ｂ1は偏向磁場である。通常この式は
緩和を表す項も含んでいるがしかしながらこれは無視できる。なぜならば励起の持続時間
が時定数Ｔ１，Ｔ２よりもはるかに短いからである。以下の明細書においてブロッホの方
程式を取り上げる場合には前記式（１）を意味するものと理解されたい。所望の均一な磁
化若しくは所定の領域における均一な磁化は、パルスシーケンスの持続時間（１ｍｓ若し



(5) JP 5641713 B2 2014.12.17

10

20

30

40

50

くは数ｍｓ）に関する時間積分として得られるか、ないしは時間に関して離散しているケ
ースでは全ての時間ステップに関する総和として得られる。このような所望の磁化は予め
定められるものであり、それに対してはＢ１磁場と傾斜磁場のどのような組合わせがこの
ような結果をもたらすかが求められるべきである。そしてこの組合わせからは送信チャネ
ルに対する駆動制御パラメータが導出できる。
【０００９】
　しかしながら前記ブロッホの方程式はそのベクトル構造と、空間及び時間に関して実施
される離散化のために、多数の方程式にわかれ、それらが方程式系を形成するものとなる
。例えば各時間単位毎（通常は１ｍｓの全励起パルスの持続時間中に数百）に各送信チャ
ネル（例えば８個）が複素数値係数（例えば駆動制御パラメータとしての振幅と位相）を
必要とするならば、ブロッホ方程式の利用のもとでは数千の変数を伴う方程式系が生じる
。そしてこのような方程式系に、選択されたスライスの所望の磁化（例えば均一な磁化）
ないしは所望の磁化分布（例えば所定の領域内の均一性）が入力される。
これに対して公知のパルス計算手法は小さな角度の近似から出発し、これは得られた方程
式系の線形化を可能にする。つまりこのことは小さな偏向角度から開始されることを意味
する。前記方程式系への入力は所望の磁化の実数部分と虚数部分であり、この場合の磁化
は小角度近似を可能にするために平衡磁化の数パーセント（＜１０％）しか許されない。
【００１０】
　この解決策では大きな偏向角度が許容されないことを除外すれば、さらに生じる問題は
無視できる。高周波照射中の傾斜磁場の印加は選択された空間に励起を引き起こす。それ
故に、全体的にもたらされる損失電力、つまりＳＡＲ（比吸収率）が増加し、このことは
所定の限界値の上回りにつながり、被検体を危険にさらす。さらに個別に励起される領域
内ではＳＡＲが局所的に異常に高くなる領域、いわゆるホットスポットが発生し得る。最
終的には、励起パルスを制限するさらなるパラメータの考慮も、例えば高周波増幅器の励
起出力が制限される場合にはできなくなるか、できたとしても非常に難しくなる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　本発明の課題は前記したような欠点に鑑みこれを解消すべく改善を行うことであり、具
体的には、大きな偏向角度に対しても、さらなる（線形及び非線形的）制約（特にＳＡＲ
制限）の考慮のもとで、所望の磁化達成のための理想的な励起パルスを求めることのでき
る方法を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　前記課題を解決するために前述した形式の本発明による方法では以下に述べるステップ
が行われる。
選択されたスライス領域または選択されたボリューム領域の時間依存性の選択のために磁
気共鳴装置の傾斜磁場コイルに対して、パルスシーケンスの複数のタイムステップ毎に定
められる駆動シーケンスが設定され、
所望の目標磁化の設定と傾斜磁場コイルの駆動シーケンスの考慮のもとで、タイムステッ
プ毎に送信コイルの個々の送信チャネルの駆動パラメータに対する非線形の方程式系が解
かれ、
空間及び時間に関して離散化された前記非線形の方程式系は、ブロッホ方程式から得られ
る駆動制御パラメータに関して非線形の方程式の他に、さらなる境界条件を表す少なくと
も１つの付加的な方程式を含んでいる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明による磁気共鳴装置の概略図
【図２】本発明による方法を説明するためのフローチャート
【図３】傾斜磁場コイルに対する駆動シーケンスのｋ空間軌跡を示した図
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【図４】本発明による方法を用いて得られる磁化分布を示した図
【図５】モード１の励起を用いて従来技法で得られた磁化分布を示した図
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明による方法においてはまず傾斜磁場コイルのための駆動シーケンスが設定される
。選択されたスライス内若しくは選択されたボリューム内の異なる領域を異なるタイムス
テップで選択するために、スライス選択用の磁場勾配に対してさらに付加的に、つまり残
りの傾斜磁場コイルにも駆動シーケンスに従って通電がなされる。ここでは関連性のない
スライス領域や部分容積空間も考えられ得る。つまり任意の領域において磁化が設定され
得る。また駆動シーケンスは時間と空間に関して既に離散化されていてもよい。空間に関
する離散化は、選択されたスライスの種々のボクセルへの分割の形で表れる。
【００１５】
　傾斜磁場コイルに対するそのような駆動シーケンスを求めるための方法は、従来技法に
おいてもよく知られている。詳細には三次元のｋ空間軌跡が頻繁に選択される。これは実
質的に螺旋カーブを追従し、最終的に選択された領域の磁化を形成するために軌跡周波数
の間隔で実行される。従って駆動シーケンスの設定を用いれば、どのタイプステップの、
どの領域が、高周波送信パルスのパルスに該当するかが分かる。
【００１６】
　本発明によれば、この設定とさらに所望の目標磁化の設定を用いることによって、タイ
ムステップ毎に送信パルスの個々の送信チャネルの駆動制御パラメータに対して非線形の
方程式系が解けるようになる。これらの駆動制御パラメータは既に前述したように複素値
係数であり、それらは振幅及び位相によってあらわされ、それらを用いることで送信チャ
ネルに対応する給電ポイントへの給電が行われる。非線形の方程式系は空間及び時間に関
して離散化され、ブロッホ方程式（１）から得られる駆動制御パラメータに関して非線形
の方程式の他に、さらなる境界条件を表す少なくとも１つの付加的な方程式を含んでいる
。この明細書における境界条件とは、本解決手段に設定できるあらゆる付加条件（"基準"
とも称する）である。従って、ブロッホ方程式をその非線形形態の方程式系として解くた
めにだけ提案されるのではなく、さらなる境界条件を付加的方程式の形態で方程式系にも
たらすため提案されている。
【００１７】
　それ故にここでは駆動制御パラメータを近似的に求めるために、方程式系の線形化が行
われるのではなく（これは従来技法に当てはまる）、有利には非線形の方程式系に対する
解決手段、特に非線形の最小二乗法が用いられる。このことだけでも従来技法に比べて著
しい利点がもたらされる。そのためここでは任意の磁化ないしは任意の偏向角度のための
高周波パルスを算出することも可能である。線形化に基づいて小さな角度の励起のみが合
理的に算出される従来技法に対して、本願では大きな角度の励起も処理できるようになる
。
【００１８】
　さらに非線形の取り組みは、所望の目標磁化の絶対値のみの設定を可能にする。このこ
とは磁気共鳴撮像過程に対して十分である。線形化される方程式系の適用のもとではこの
ことは不可能であった。なぜなら絶対値形成が非線形化過程となるからである。ここにお
いて絶対値形成の提示はさらなる目的、例えば患者負担低減の達成のためにより多くの可
能性をもたらすのに十分である。
【００１９】
　さらに有利には、多くの非線形解決手法は変化例の制約を許容する。これは本願では高
周波増幅器の最大出力の制限に相応する。それによりパルスシーケンスの算出は汎用の高
周波ハードウエアにも適応化させられる。しかしながら非線形への取り組みの最大の利点
は、特に非線形のさらなる付加方程式が、解決手法のもとで直接的に、つまり所望の目標
磁化と同時に考慮できる点である。
【００２０】
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　本発明による方法の有利な実施例によれば、前記付加的方程式として、ＳＡＲ負荷を表
す、駆動制御パラメータに関して非線形の少なくとも１つの方程式が用いられる。この非
線形のアプローチでは特にＳＡＲ負荷を表す非線形の方程式が方程式系を解くのに用いら
れる。この場合は例えばＳＡＲに対する所定の限界値がパルス算出に直接関与する。それ
により、例えば被検体（患者）が過度に高いＳＡＲにさらされるようなことが避けられる
。一定の、すなわち最大限均一な目標磁化の設定（ボクセル毎及びタイムステップ毎にそ
れぞれ１つの方程式）と同時に非常に僅かな損失電力目標値（例えば値"０"；各タイムス
テップにおいて総損失電力に対しさらなる方程式の供給、または全タイムステップに亘っ
て加算される場合に１つの方程式の供給など）のもとでは、非線形方程式系の解を近似的
に求めることによって、良好から非常に良好なレベルの磁化の均一性をもたらすと同時に
総損失電力もより僅かとなる、すなわち被検体の負担がより軽減されるパルスシーケンス
が供給される。
【００２１】
　ＳＡＲ関連の損失電力を表す方程式の導入には実質的に２つの手段が存在する。その１
つによれば、付加的な方程式として、駆動制御パラメータに直接依存するベクトル値散乱
変数と散乱パラメータマトリックスに依存して被検体の損失電力を表す方程式が用いられ
る。損失電力と散乱パラメータマトリックスとの関係は物理的に公知な事項であり、一般
的には以下の式によって表すことができる。
【００２２】
【数２】

この場合前記ＰＬが総損失電力を表し、前記Ｎはタイムステップ、前記ａは、複素数値係
数に相応する、すなわちタイムステップ毎の全てのチャネルの駆動制御パラメータに相応
する散乱パラメータであり、前記Ｓは散乱パラメータマトリックス、前記Ｉは単位マトリ
ックスを表し、前記＋は共役と転置を表している。ＳＡＲは通例のように相応の重さで割
ることによって得られる。
【００２３】
　散乱パラメータマトリックスは一方では三次元の電磁的シミュレーションによって求め
ることが可能であり、その場合は例えば人体モデルを基礎とすることができる。また有利
には散乱パラメータマトリックスを測定することも可能である。その際には従来技法で公
知の全ての方法が使用できる。この散乱パラメータマトリックスを含んでいる付加的方程
式の利用では測定することができるという利点はあるが、しかしながらそうゆうでんそう
ないしはタイムステップ毎の損失電力しか観測できないという欠点もある。そのためこれ
によるホットスポットは限局できなくなる。
【００２４】
　それ故にＳＡＲ負荷を表す付加的方程式の別の変化例が可能となる。本発明の別の実施
形態によれば、前記付加的方程式として、駆動制御パラメータに直接依存する電界分布と
導電率分布に依存して被検体の損失電力を表す方程式が用いられる。このような基礎的物
理的関係から得られる方程式も以下のような数式として表すことが可能である。
【００２５】
【数３】

この場合前記ＰＬは損失電力を表し、σは導電率分布を表し、Ｖは対応する連続指標を伴
ってボクセルないし容積空間単位を表し、Ｎは連続変数ｎを伴ったタイムステップの数を
表し、ｔは時間を表し、Ｅは電界分布を表し、Ｒは連続変数ｃｈを伴って送信チャネルを
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著す。この方程式はそれによって局所的ＳＡＲが考慮できる利点を有しており、その場合
には統合的方程式の変わりに個別のｖ－加数が着目される。すなわち有利には付加的方程
式（３）を局所的分解能で観測できる。それ故に方程式系における付加的な非線形方程式
によって最大限の局所的ＳＡＲホットスポットの所定の数をパルス計算に含ませることが
可能となる。これは局所的ＳＡＲ値を制限値以下に維持するかないしは広域ＳＡＲ値に対
し所定の比率以下に維持するためのものである。つまり局所分解能の付加的方程式が局所
的ＳＡＲ値を表すようにしてよもい。この局所分解能の付加的方程式が所定の領域、すな
わち最大の局所ＳＡＲ値が表れる領域（ホットスポット）に絞られるならば、その場合の
計算機コストはさらに低減することが可能となる。この場合は５～１０のそのような領域
で既に十分である。これにより本発明による方法はそのようなＳＡＲホットスポットの回
避を所期のようにできる初の方法となり得る。
【００２６】
　それに対して本発明によれば、組織分布が例えば被検体の先行する撮像結果、特に磁気
共鳴及び／又はコンピュータトモグラフィ撮像結果から求められるようにしてもよい。そ
こからは種々の組織形態の周波数依存性の導電率が既知なため導電率分布を求めることが
できる。電界分布に対する測定手法は未知である。しかしながらこのことは有利には、被
検体における所定の導電率分布のもとで三次元の電磁的シミュレーションによって求めら
れる。その際有利には被検体に関する入力データに基づいて組織分布を求める人体モデル
が組織分布算出のために用いられる。つまり例えば電子カルテに記録されている患者個人
のデータ、例えば性別、体重、身長、年齢などが、人体モデルにおける人体組織分布の形
成に利用可能である。このことは三次元の電磁的シミュレーションに対する基礎を形成し
、その結果は個々の送信チャネル毎の駆動制御のもとでの電界分布となり得る。このよう
にして本発明による方法では前記式（３）も付加的方程式として利用することが可能であ
る。
【００２７】
　被検体（患者）の先行する撮像結果からの組織分布に基づく導電率分布の間接的検出の
他にも、電気的なインピーダンストモグラフィを用いて導電率分布を直接求めることも可
能である。さらに別の代替例によれば、導電率分布がテーブルにファイルされている導電
率アトラスに基づいて確定される。
一般に、境界条件を表す付加的方程式を用いて非線形方程式系の解を求めることは本発明
による方法を有利に展開するためのさらなる一連の手段となる。そのため既に前述したよ
うに、駆動制御パラメータに対する最小値及び／又は最大値を設定することも可能である
。これらは高周波ハードウエア、特に高周波増幅器の制限値に相応する。
【００２８】
　さらに本発明による方法の別の有利な実施形態によれば、解の調整のために、前記方程
式系の方程式の重み付けのために重み付け係数が用いられる。それによって方程式系の方
程式には満たされるべき値が割当てられる。このことは特に次のような場合に有利である
。すなわち求められた解、つまり求められた駆動制御パラメータが、部分的に相容れない
目的同士の場合に（例えば磁化の均一性と患者への負担軽減）それらの間でどちらか一方
の目的に向けて調整するような場合である。例えばブロッホ方程式から得られる方程式に
１つの重み付け係数が与えられ、１つ若しくはそれ以上の付加的方程式には別の重み付け
係数が与えられてもよい。
【００２９】
　ＳＡＲ限界値の維持を検査するために、駆動制御パラメータを求めた後でＳＡＲ負荷が
求められる。そのような付加的検査は被検体ないし患者にとっての安全面の上で有利とな
る。ＳＡＲ負担が例えばいまだに高い場合には、前記重み付け係数を変更するかまたは例
えば付加的方程式を別の限界値の利用のもとで形成してもよい。基本的には本発明による
方法を用いることによって、反復的な最適化プロセスを実施することも可能である。この
場合は本発明による方法を複数回実行することにより、できるだけ僅かな患者負担と、最
大の均一性の間で最終的に理想的な妥協点を見つけることができる。
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【００３０】
　その場合にはここでも再度説明するが、選択されたスライス若しくは選択された容積空
間の所定の領域のみを選択的に良好に励起することが可能となる。
【００３１】
　特に冒頭にも述べたように、必ずしも１つのスライスだけでなく、任意の容積空間が観
測可能である。本発明による方法の特に有利な実施形態によれば、スライス選択傾斜磁場
は全く利用されなくてもよい。このことはスライス選択に用いられない傾斜磁場コイルの
みが駆動シーケンスによって駆動制御されることを意味している。例えばｘ軸方向とｙ軸
方向の傾斜磁場コイルだけが駆動制御され、そのためｚ軸方向に延在するボリューム励起
が行われる。
【００３２】
　算出された駆動制御パラメータは最終的に、傾斜磁場コイルの駆動シーケンスと同期し
て高周波送信コイルの種々の送信チャネルの駆動と相応の磁化を得るために用いられる。
【００３３】
　本発明による方法が用いられる磁気共鳴装置は、例えば入力ユニット並びに制御ユニッ
トを含み得る。操作者は入力ユニットを介して所望の磁化を入力でき、さらに本発明の方
法を実施するように構成された制御ユニットは、傾斜磁場コイルに対する所定の駆動シー
ケンスのもとで高周波送信コイルに対する駆動制御パラメータを本発明による方法に従っ
て自動的に求め、これを相応に駆動制御する。
【００３４】
　その場合に本発明による方法はより少ないチャネル数を有する高周波送信コイルに対し
ても適用できる。特にここでは高周波増幅器から供給された信号が２つ以上の変調ユニッ
トに分割され、それらの変調パラメータが本発明の方法に対する駆動制御パラメータに相
応するような構成も提案されている。このようなケースにおいても本発明の方法は有利に
用いられる。
【００３５】
　本発明のその他の利点、特徴ならびに詳細な点は、以下で説明する実施例ならびに図面
から明らかとなる。
【実施例】
【００３６】
　図１には、本発明による方法の実施が可能な磁気共鳴装置１が概略図で示されている。
この磁気共鳴装置は、基本磁場マグネット２を含んでおり、この基本磁場マグネット２は
３テスラ以上の静磁場を形成する。さらに３つの傾斜磁場コイル３，４，５が設けられて
おり、ここでは傾斜磁場コイル３がｚ軸方向に対応付けられ、励起パルスシーケンスのも
とでがスライス選択勾配磁場を形成している。傾斜磁場コイル４及び５はｘ軸方向とｙ軸
方向の磁場勾配を形成している。さらに高周波送信コイルのアレイ６が設けられており、
この実施例のケースではバードケージ型コイルであり、これらは受信コイルとしても利用
できる。ここでは８つの送信チャネルが存在しており、それらの送信チャネルを介して、
駆動制御パラメータによって定められたパルスシーケンスが、検査すべき被検体の核スピ
ンを平衡磁化から均一に偏向させるために照射されている。そのために必要な高周波磁場
は、複数の高周波増幅器７によって形成される。ここでは増幅器７は前記アレイ６の送信
アンテナを給電している。代替的に増幅器７は複数の送信アンテナを給電してもよい。そ
の場合には振幅と位相に関して独立した通電を可能にするために各送信アンテナには変調
器と移相器が対応付けられる。本発明による方法はもちろん１つの送信コイルのみが存在
する場合にも適用可能である。
【００３７】
　磁気共鳴装置１に対してはさらに中央制御装置８が設けられており、この中央制御装置
８を介して磁気共鳴装置１の種々の構成要素、特にコイル３～６が駆動制御される。前記
制御装置８は本発明による方法の実施のために構成されており、傾斜磁場コイルと所望の
目標磁化に対する駆動シーケンスの設定のもとで、パルスシーケンスに対する駆動制御パ
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ラメータが算出され、それに基づいて傾斜磁場コイル３，４，５と、特に高周波送信コイ
ルアレイ６の送信チャネルが相応に駆動制御される。前記制御装置８にはさらに入力ユニ
ット９が対応付けられており、この入力ユニット９を介して操作者は磁気共鳴装置１に対
するパラメータ、特に本発明による方法に対する入力データを入力できる。
【００３８】
　図２には本発明による方法を説明するためのフローチャートが示されている。
【００３９】
　ここではまずステップ１０において、傾斜磁場コイルに対して設定すべき駆動シーケン
スが求められるかないしは選び出される。その際考慮すべき量として、対応付けられるハ
ードウエアと傾斜磁場コイル３，４，５自体の制限が入力される（ボックス１１）。スラ
イス選択磁場勾配が傾斜磁場コイル３によって形成されるのに対して（これはパルスシー
ケンス期間中連続的にアクティブであってもよい）、傾斜磁場コイル４及び５もパルスシ
ーケンス期間の間個々のタイムステップでスイッチングされ、それによって、選択すべき
スライスの所定の領域が選択される。駆動シーケンスとしては例えば図３に例示的に示さ
れているようなｋ空間軌跡（k-space trajectory）が特に好適であることがわかっている
。このｋ空間軌跡は、螺旋状に走行し、局所周波数の所定の間隔を獲得する。この場合図
３に示されている個々の各点は、タイムステップ毎の傾斜磁場コイルパラメータに相応し
ている。
【００４０】
　駆動シーケンスが傾斜磁場コイル３，４，５に対して初めてわかると、ステップ１２に
おいて非線形の方程式系が非線形の最小二乗法を用いて解かれる。この方程式系は、時間
と空間に関して離散化されたブロッホ方程式（１）から導出される非線形の方程式と、（
この場合駆動制御パラメータは相応のＢ１値を介して方程式に導入される）付加的方程式
からなる。前記付加的方程式（これらのうちの１つのみが存在していてもよい）は境界条
件を表し（本願ではＳＡＲ負担）、当該実施例自体では非線形である。この場合本願では
２つの方程式、すなわちＳＡＲ負担を表す２つの方程式、詳細には方程式（２）と（３）
が考えられ、これらに関しては以下でさらに詳細に説明する。前記１つ若しくはそれ以上
の付加的方程式は、最大損失電力（すなわち最大ＳＡＲ値）の適用下で形成され、境界条
件としてＳＡＲ限界値が付加的方程式によってゆるやかに方程式系に導入され、それによ
ってその解が求められる場合に直接考慮されるようになる。ここではもはやさらなる複雑
な計算過程の実施が不要となる。
駆動シーケンスに対してはさらに入力量として所望の目標磁化の絶対値が全てのボクセル
に対してないしは全ての容積空間単位に対して必要となる（ボックス１３）。所望の目標
磁化は、ブロッホ方程式（１）に関する積分である。目標磁化としては、選択された全ス
ライス内で均一な目標磁化が設定されてもよいし、任意の磁化分布、例えば所定の領域内
のみの磁化が設定されてもよい。
【００４１】
　さらに入力量として、ステップ１２において駆動制御パラメータに対する最小値と最大
値が設定されてもよい（ボックス１４）。最小二乗法が適用される場合には、駆動制御パ
ラメータのサイズを制限することも可能である。これらの最小値及び／又は最大値はハー
ドウエア、特に高周波増幅器７の特性によって定められる。
【００４２】
　付加的方程式（複数）の選択に対しては実質的に２つの手段が存在し、詳細には前記方
程式（２）及び（３）である。この２つの手段はそれぞれ利点と欠点を有しており、従っ
て必要に応じて選択される。
【００４３】
　方程式（２）（散乱パラメータマトリックスに関するアクセス）を用いれば、駆動制御
パラメータが散乱パラメータを介して直接方程式に含まれる。さらに有利には散乱パラメ
ータマトリックスが測定されてもよい。また散乱パラメータマトリックスを相応の三次元
の電磁的シミュレーション、例えば人体モデルを用いて求めることも可能である。いずれ
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にせよ前記方程式（２）は総損失電力に対するアクセスのみ、あるいはタイムステップ毎
の総損失電力に対するアクセスのみを提供する。それ故に局所的ホットスポットは何も所
期のように排除できない。
【００４４】
　前記方程式（３）を用いた場合には状況は異なる。前記方程式３は、各ボクセル毎ない
しは各部分容積空間毎の個別の平衡化に分類される。そのためＳＡＲ制限も局所的に設定
できる。しかしながらこれまでは駆動制御パラメータを含む電界分布に対する測定技術的
アクセスは何も知られておらず、そのためこれはシミュレーションを介して求める必要が
ある。それに対しては被検体（患者）の組織分布がわかっていなければならない。しかし
ながらこのことは適応化された人体モデル（これは例えば患者のパラメータ、例えば身長
、体重、年齢、性別などに基づいて適応化される）を用いて実現することが可能である。
従って三次元の電磁的シミュレーションを介して電界分布を求めることが可能となる。導
電率分布（これも前記方程式（３）に導入される）は、本発明による方法のもとでは先行
する撮像結果、特に磁気共鳴若しくはコンピュータトモグラフィ撮像結果からの組織分布
から間接的に求められるか、あるいはインピーダンストモグラフィまたはテーブルに記憶
された導電率アトラスから直接求められる。
【００４５】
　ステップ１２の方程式系が最初に解かれ、駆動制御パラメータに対する近似的な値が得
られると、付加的なステップ１５においてＳＡＲ負荷値、特に局所的なＳＡＲ不可知が算
出され得る。そのようにして、全ての限界値が維持されているか否か、つまり最適なパル
スシーケンスが存在しているか否かが再度検査される。このことが当てはまらない場合に
は、矢印１６で示されているように、例えば方程式系の方程式かまたはそれらの重み付け
係数を相応に変更して新たな計算が行われるようにしてもよい。またここではステップ１
２と１４が最適化基準を満たすまで複数回繰り返される最適化プロセスも考えられる。
【００４６】
　非線形方程式系の方程式は、図２による方法ではさらに相応の重み付けを表す重み付け
係数が用いられる。このような重み付け係数の設定調整によれば、例えばブロッホ方程式
から得られた方程式に対する重み付け係数と付加的方程式に対するさらなる重み付け係数
が実線的に設定できる。そしてこれらの設定をもとに、矛盾する関係若しくは対立する関
係（例えば均一性に対する要求とＳＡＲ負担軽減に対する要求が対立している場合など）
が早期に解決される。
【００４７】
　ステップ１７では最終的に制御装置８が傾斜磁場コイル３，４，５と、高周波送信コイ
ル６の複数のチャネルを駆動シーケンスと算出された駆動制御パラメータに応じて駆動制
御し、それによって最適なパルスシーケンスが得られる。このパルスシーケンスを用いれ
ば、均一性の向上もＳＡＲ負担の改善も達成できる。
【００４８】
　このことは図４および図5の例に基づいて詳細に説明する。この例では８つの送信チャ
ネルを有するボディコイルが観測される。ここでは小角度励起（偏向角０.５７°）のも
とに、平衡磁化の１％の均一な磁化が得られる。この場合図４には本発明の方法による磁
化分布の結果が示されており、それぞれ斜線領域は偏差を表している。ここでは斜線の度
合が偏差の度合を表している。図５には、同じ患者のもとでモード１の励起の際に達成さ
れる磁化分布が示されている。ここでは明らかに偏差の度合いが強いことが識別される。
本発明による方法によれば、モード１での励起に比べて均一性の向上が５倍になる（ここ
では腕を除く胸部断面において磁化の平均値に対する標準偏差が観測された）その際の総
損失電力はモード１の励起の１.５倍にしかならない。これは同じパルス期間のもとで同
じ平均磁化に至る際の結果である。
【００４９】
　本発明による方法は、大きな角度の励起、例えば４８.６°の偏向角度に対しても適用
可能である。同じく８つの送信チャネルを有するヘッドコイルに対する相応の試みにおい
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ても、本発明による方法を用いた均一性についてはほぼ３倍の向上が認められ、その場合
本発明による方法での総損失電力もモード１の励起の７５％にしかならない。
【００５０】
　それにより本発明による方法を用いれば、ＳＡＲ限界値の考慮のもとで著しい向上が得
られるようになる。
【符号の説明】
【００５１】
　１　　　磁気共鳴装置
　２　　　基本磁場マグネット
　３　　　傾斜磁場コイル
　４　　　傾斜磁場コイル
　５　　　傾斜磁場コイル
　６　　　高周波送信コイルアレイ
　７　　　高周波増幅器
　８　　　中央制御装置
　９　　　入力ユニット

【図１】 【図２】

【図３】
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